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ALLIANZ RESEARCH 
 

RCEP：は地域貿易を 

年間約 9.5兆円押し上げる可能性 
- 共通の原産地規則（RoO）導入の効果大 

 
17 November 2020  

 
東アジア地域包括的経済連携（RCEP）は、地政学的、象徴的意義の観点
から、極めて重要なイニシアティブです。多国間主義と調和を実現し、さら

なる多国間貿易体制を推進しようという、アジア太平洋地域参加国にのコ
ミットメントを明確に示す、広範囲経済連携協定です。ASEAN10 か国、オ
ーストラリア、中国、日本、ニュージーランド、韓国にまたがる RCEPは、世
界の GDPと人口の約30%を占めており、この2点において、世界最大の
貿易協定です。これはまた、中国を含む初の多国間自由貿易協定であり、

同国の双循環戦略の「国際循環」部分にあたると言われています。 

米国はここ数年、保護主義的貿易政策を強めていますが、この協定により、
アジア太平洋地域における中国の影響力がどのように高まっていくか、注
目に値します。 

 
経済的観点からみると、RCEPの全体的な影響は、少しずつ時間をかけて

拡がっていくものと考えられます（RCEPは、これまで自由貿易協定を締結
したことのない中国と日本、日本と韓国の二国関係を含んでいることから、
そのように推察します）。 

中国・日本・韓国が、他の加盟国よりも大きな恩恵を受ける可能性があり

ます。一方、RCEP は主として、ASEAN 諸国とそのパートナー国との間の
既存の自由貿易協定を統合し、さらに推進させていくものです。実際、
ASEAN諸国がRCEPパートナー国からの輸入に対して課している平均関
税率は、2005 年の 4.9%（ASEAN 諸国の輸入シェアで加重平均しない場
合は 10.3%）から、現在は既に 1.8%（同 3.2%）に下がっています。 

 
より重要なのは、RCEPが共通の原産地規則（RoO）を導入したことで、 

非関税障壁を引き下げることが期待される点でしょう。 

つまり、関税上の特恵待遇が適用されるための条件に照らしながら、現地
調達率基準をうまく調整させることによって、非関税障壁の引き下げが見
込めるという点です。  

現在のところ、各地域 FTA はそれぞれ自らの RoO を定めています。
RCEPは、加盟国間で同一の製品を出荷するために必要なRoOをRCEP

独自の原産地証明書だけに限定することによって、サプライ・チェーン管理
を容易にし、効率化が期待されます。つまり、国際的なサプライチェーンを
もつ企業にとって、取引コストが下がり、より安定的な貿易環境が生まれる

のです。 

文献によると、原産地規則のコストは輸出取引額の 1.4%から 5.9%です。
当社の推計では、共通の原産地規則は輸出コストを削減し、それによって
加盟国間の商品輸出を年平均で約 9.5 兆円（900 億米ドル、2019 年の 

地域内商品貿易の 4%、世界の商品貿易の 0.5%）押し上げる可能性があ
ります。 
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結果として RCEPは、地域の貿易統合を強化するだけでなく、多国籍企業
にとってのサプライ・チェーンのさらなる分散化・マルチ・ショアリングを促進

し、つまり貿易促進効果の観点から、この地域をより魅力的なものにする 
可能性があり、特筆すべき取組と言えましょう。 

ただし農業などの「センシティブ」なセクターは現在のところ除外されており、
また、サービス貿易の自由化は部分的な進展にとどまっています。 

今後のさらなる議論の進展が待たれます。 

 
グラフ 1： RCEPの原産地規則（RoO）導入による、域内の年間貿易取引
金額 増加予測  (単位：USD bn＝10億ドル) 

 
 

 

Sources: UNCTAD, World Bank, Allianz Research 
Note: Our results derive from estimations of average administrative cost savings related 

to the rule of origin, and import demand elasticities from academic papers including 
Cadot, Estevadeordal, De Melo, Suwa-Eisenman (2002), Carrère and De Melo (2006). 
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中国  日本 韓国  

オーストラリア タイ ヴェトナム 

シンガポール  

インドネシア 

フィリピン 

ニュージー

ランド 

ミャンマー 

中国は約 2.8兆円、      

日本は約 1.4兆円増加予想 
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